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四條畷市は大阪府の東北部、大阪都心から
約 15km の圏内にあり、市域の約 3 分の
1 が市街地、約 3 分の 2 が山間部の緑豊
かなまちである。栗尾地区は、JR 学研都
市線忍ヶ丘駅から約800mの距離にあり、
周辺を農地や山林に囲まれた、環境的に非
常に恵まれた住宅地である。平成 5 年 7
月、大阪府緑住タウンの地区指定を受け、
まちづくりの計画策定（まちなみデザイン
推進事業）や周辺道路の拡幅整備（大都市
農地活用住宅供給整備促進事業）の補助を
受け、まちづくりへの足がかりとした。
　平成 13 年、栗尾地区のまちづくりは、
保留地についてはすべて住宅建築が終了、
入居済みとなっている。他の宅地について
も、特定優良賃貸住宅の制度を活用した共
同住宅や民間の共同住宅の建設、定期借地
権を活用した住宅建設が行われた。区域内
は、幹線道路（幅員 6m）、区画道路（幅
員 4.8m）を配置しており、壁面後退は
1.5m としていることや、地区の約 4 分
の 1 を占める生産緑地である田んぼ、畑、
貸農園がきれいに耕作されていることに
よって日当たり、風通しもよく、環境に恵
まれた、ゆとりある住宅地となっている。
また、住宅周辺の里山と一体となった農と

住の調和のとれた良好なまちが形成された
といえる。

栗尾地区における補助は、緑住タウンまち
なみデザイン推進事業、農住組合設立支援
対策調査、農住組合推進事業、緑住土地区
画整理事業調査、緑住土地区画整理事業で
ある。栗尾地区農住組合は 15 人の地権者

（うち農地所有者は 10 人）によって、組
合設立から終了認可まで約 5 年の歳月を
要し、まちづくりを行った。

①地権者、関係者からなる事業推進のため
の組織（運営委員会）を農住組合の中につ
くり、話し合いを重ねながら方針を決め、
事業を進めた。
②事業費の一部に充てる保留地の処分先

（ハウスメーカー）を工事着手前に決定し、
ハウスメーカーと一緒になって最も適切な

保留地計画を立てた。
③農業を続けたい人、貸家経営をしたい人、
自分の家を建てたい人など、各地権者の意
向を個別に細かく把握して事業計画、換地
計画を立てた。
④当地区の特徴である丘陵地（高低差約
9m）での造成費用や文化財発掘調査費な
どによる全体事業費の高騰が最も大きな課
題であり、当初は高減歩率約 42％となる
見込みであった。しかし、設計の見直し、
残土の他事業への転用、文化財発掘調査区
域の縮小などによる全体事業費の削減、ま
た、調整池の一部上部利用（緑地）などの
工夫を重ね、減歩率を 35％まで下げるこ
とができた。
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心もはずむ実り豊かな貸農園での農作業

■ プロジェクト実現のプロセス

■ 主体の取り組み

■ ネック克服の仕組みと工夫

所在地 ： 大阪府四條畷市清滝中町
土地面積 ： 1.51ha
用途地域 ： 第一種低層住居専用地域
土地利用規制 ： 砂防指定区域（砂防法）、宅地造成工

事規制区域（宅地造成等規制法）
事業手法 ： 農住組合事業（個人施行の土地区画

整理事業）
事業計画 ： 平成9年6月6日〜平成12年9月30日
施行者（事業者） ： 四條畷市栗尾地区農住組合
その他 ： 公共減歩率21.0％、保留地減歩率

14.0％、合算減歩率35.0％
  土地所有者15人

事業費 ： 5億2900万円　　　　
建築制限 ： 建ぺい率50％、容積率100％、外壁後

退距離1.5m
戸数 ： 集合住宅3棟、戸建て住宅15戸

プ ロジェクト 概 要

緑まばゆい生産緑地の水稲

沿道に咲く大輪のヒマワリ

多様な主体の参画

ビレッジガルテン（大阪府、兵庫県）
コミュニティを育む緑豊かなコモンガーデン

定期借地権だからこそ実現できる広々としたコモンスペース。共用することで美しく保全でき、コミュニティ結束の強化
が期待される

「ビレッジガルテン」シリーズの概要
① コモンガーデン水無瀬
平成15年、大阪府三島郡島本町、2891㎡、定期借地権 

（12戸）・所有権（9戸）
② ビレッジガルテン宝塚フ・ル・ル
平成17年、兵庫県宝塚市、2571㎡、定期借地権 （17戸）
③ ビレッジガルテン上野坂

平成19年、大阪府豊中市、1864㎡、定期借地権（7戸）
④ ビレッジガルテン明石大久保フェスタ
平成20年、兵庫県明石市、6207㎡、定期借地権（27戸）
⑤ ビレッジガルテン住吉山手8丁目
平成20年、神戸市東灘区、1038㎡、旧借地権（5戸）
⑥ ビレッジガルテン西今川
平成20年、大阪市東住吉区、798㎡、定期借地権（10戸）

⑦ ビレッジガルテン八尾東太子
平成20年、大阪府八尾市、1299㎡、定期借地権（8戸）
施行者（事業者） ： シティサイエンス株式会社
連絡先 ： ビレッジガルテン事業部
  取締役部長・小林孝明

プ ロジェクト 概 要

「ビレッジガルテン」住宅開発シリーズを
手がけているのは、大阪市中央区に本社の
あるシティサイエンス株式会社。平成 11
年に会社設立後、平成 15 年にこのビレッ
ジガルテン事業を発表、大阪府島本町の「コ
モンガーデン水無瀬」（21 戸）を第 1 号
とし、大阪府下および兵庫県下で７件を完
成・販売してきた。
　その大半は開発面積 2000㎡前後の小
規模団地で、住人のコミュニティ形成の場
となるコモンガーデンを中心に、15 〜
30 戸程度の一戸建が並ぶ小規模の集落と
いった趣である。事業名称は、ドイツで普
及している都市住民のための貸し農園「ク
ラインガルテン」と野菜を自給自足する住
宅地で、その後のニューアーバニズムの先
駆けとなった米国カリフォルニア州の「ビ
レッジホームズ」にちなんでいる。
　同社の顧客確保は徹底したサブマーケッ
トリサーチで、新聞・書籍などを通じて「ラ
イフステージ・時間軸を意識した」個性的
な住宅地として PR するというスタイルで
ある。統一されたデザインによる美しい町
並みに加え、特筆すべきなのは、近年欧米
で基調となっているコミュニティデザイン

（住まい手のコミュニティ形成や成長を促
すまちづくり）という考え方を土台に置い
ていることである。この住宅地の真価が発
揮されるのは、むしろこれからといえるの
かもしれない。

①定期借地権（地上権）と前払い地代
2000㎡前後のまとまった土地をどう確
保するのか。その多くは農地である。農地
所有者の資産有効活用として、定期借地権
による分譲としている。さらに定期借地権
を地上権とし、若干の保証金（100 万円、
解体準備金相当）のほかは前払い地代方式
を採用することで、定期借地権の場合に
ネックとなる造成費用の負担問題をクリア
している。
② JA との協働
農地を利用しようとしたとき、JA との協
力関係を構築することは事業成功にとって
重要である。この事業においては、通常、
初期の地権者との合意形成を JA と協力し
て行うとともに、事業完成後は後述する管
理組合法人の資金管理なども JA が行うこ
ととしている。
③コモンスペース確保・管理の工夫
宅地裏側の通路部分（個人敷地）をコモン

スペースに充当することにより、公共施設
負担を減ずる。それとともに、整備後の管
理に当たっては、コモンスペース内に共有
施設を設置して区分所有法団地管理団体を
構成することとし、意思決定に基づいた、継
承、費用負担ルールなどを明確化している。
④ NPO 設立とコミュニティ形成の工夫
開発に当たっては、規模は最大で 30 戸程
度までを適正とする。入居者が 100％決
定した時点でパーティを開き、入居者間で
決めておくことが必要な協定・規約の細部
を確認し合う。
　この規約は HOA（米国ホーム・オーナー
ズ・アソシエーション）のカベナントに相
当するもので、将来、転売などが発生した
場合でもコミュニティ水準の維持を保全す
る効果となる。
　こうした関係を明確にし、継続的にサポー
ト活動を行っていくために、平成 16 年に
社員が中心になり有識者や専門家も入った
NPO 法人住環境コミュニティデザイン促
進協議会が設立され活動している。
　入居後 1 年間は NPO がさまざまなイベ
ントを開催しコミュニティ形成を誘導する。
　なお、コミュニティ形成は入居者主体で
末永く続けられるものであり、専門家の関
与はそれに対するアドバイスである。

■ プロジェクトの特徴

■ ネック克服の仕組みと工夫

一般的な開発で管理がわずらわしいとされる落葉樹など
をあえて多く配置


